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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇指定薬物を含有する危険ドラッグの発見について 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=c4puE7OwGlxs5k_hY 

本日 11:00、福岡県より、別添のとおり記者発表を行った旨の連絡がありましたので、お知らせします。 

別添 

福岡県における報道発表資料 

指定薬物を含有する危険ドラッグの発見について 

県では、危険ドラッグ（注１）による県民の健康被害を防止するため、買上調査を行っています。令和２年２月

７日にインターネット 販売業者から９品目を買 

い上げ（うち３品目の無償提供品含む）、 県保健環境研究所で検査を実施したところ、９品目全てから医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（医薬品医療機器等法）第２条第１５項で規制され

ている指定薬物（注２）が計５物質検出（うち２物質は令和２年８月７日からは麻薬として規制強化）されたた

め、お知らせします。 

なお、当該インターネット販売業者に対しては、同法違反被疑事件として警視庁による捜査が行われ、１１月２

日に被疑者が逮捕されました（１１月５日警視庁発表）。このため、捜査への影響を考慮し、これまで非公表とし

ていたものです。 

＜県民の皆様への注意喚起＞ 

危険ドラッグにはどのような成分が含まれているのか不明であり、大変危険です。指定薬物等の規制薬物を含有

しているか否かに関わらず、使用がやめられなくなったり、死亡例を含む健康被害や異常行動を起こす場合があ

るため、決して使用しないでください。 

指定薬物、麻薬は、製造、輸入、所持、使用等が禁止されています。 

この製品を所有している方は、薬務課までご相談ください。 

 １ 指定薬物が検出された製品の概要 

No. 製品名 性状 検出化合物 

1 ice cream 粉末 N-Ethylheptedrone bk-EBDB（Eutylone） 

3,4-MethylenedioxyPV8 

2 化学肥料「４Fｂ」250mg  粉末 4F-MDMB-BINACA 

3 M増量！450mg 粉末 3,4-MethylenedioxyPV8 

4 ケミカル（化学肥料）M〇THS650mg 粉末 bk-EBDB（Eutylone） 

5 ケミカル（化学肥料）「hayate」450mg 粉末 N-Ethylheptedrone bk-EBDB（Eutylone） 

6 化学肥料「５F１」350mg 粉末 5F-MDMB-PICA 

7 ケミカル（化学肥料）M増量版！450mg（※） 粉末 3,4-MethylenedioxyPV8 

8 ケミカル（化学肥料）「３e」400mg（※） 粉末 bk-EBDB（Eutylone） 

9 定番ケミカル（化学肥料）H〇P1000mg（※） 粉末 N-Ethylheptedrone 

（※）無償提供品 

分類 製品数 番号 

買上以前から指定薬物として規制されていた物質を検出  ７製品  No.1,3,4,5,7,8,9  

買上以前から指定薬物として規制されていた物質を検出  

（さらに令和２年８月７日から麻薬として規制）  

１製品  No.6  

買上以降に指定薬物として規制された物質を検出  

（さらに令和２年８月７日から麻薬として規制）  

１製品  No.2  

２ 販売業者（インターネットサイトにおける特定商取引法上の表示） 

ＲＣ－ＳＨＯＰ（埼玉県狭山市） 

３ 違反の事実及び適用条文 
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医薬品医療機器等法第２条第１５項で定める指定薬物を含有する危険ドラッグを販売・授与したことは、同法第

７６条の４の規定に違反する。 

＜品目による詳細＞ 

No.1及び 3～6：指定薬物の販売違反となる。 

No.7～9：無償提供されたもののため、指定薬物の授与違反となる。無償提供されたもののため、指定薬物の授与

違反となる。 

No.2：購入購入時は時は指定薬物に指定され指定薬物に指定されていなかったていなかったため、販売・授与違

反にはため、販売・授与違反には該当し該当しないない。。 

４ 県の対応 

・インターネット販売業者の発送元を所管する埼玉県に情報提供を行った。 

・警察当局に買上調査に係る資料を提供し、捜査に協力した。 

（注１）危険ドラッグ 

危険ドラッグとは、麻薬、覚醒剤等と類似の物質を含み、多幸感や快感等を高め、幻覚作用、催眠作用を得るこ

とを目的として販売されている製品の総称。「合法ドラッグ」「合法ハーブ」などと称され、販売されていること

もある。強い急性の精神・身体毒性をもつ薬物が含まれていることもあり、使用した場合、含有成分による健康

被害を生じるおそれがある。 

（注２）指定薬物 

医薬品医療機器等法で、中枢神経系の興奮若しくは抑制又は幻覚の作用（当該作用の維持又は強化の作用を含む。）

を有する蓋然性が高く、かつ、人の身体に使用された場合に保健衛生上の危害が発生するおそれがある物として

指定されている物質。製造、輸入、販売、授与、所持、購製造、輸入、販売、授与、所持、購入、譲受、使用が

原則入、譲受、使用が原則禁止される。禁止される。現在、２，３８１物質が指定されている。 

------------ 

◇[中国] 中国 動物用ワクチン工場から菌流出 住民ら 6000人以上感染発覚 

＜NHK 2020年 11月 6日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20201106/k10012697641000.html 

中国内陸部の甘粛省で去年、「ブルセラ症」の動物用のワクチンを製造する工場から菌が漏れ出し、住民など 6000

人以上が感染していたことが分かりました。地元当局は当初、感染者はおよそ 200人と発表していましたが、こ

としになって報道をきっかけにより多くの感染者を把握していたことを認め、当局の隠蔽体質に批判が高まって

います。 

中国甘粛省の蘭州市当局は、5日、記者会見し、去年 7月から 8月にかけて、「ブルセラ症」の動物用のワクチ

ンを製造する地元の製薬工場から菌が漏れ出し、周辺住民など 6620人が感染したことを明らかにしました。 

ブルセラ症は、主に犬や牛、豚、ヤギなどが細菌に感染して引き起こされる病気で、人が感染すると発熱や関節

の痛みなどの症状が出ます。 

当局は去年 12月、工場の近くにある獣医学研究所の職員や学生らおよそ 200人がブルセラ症を引き起こす菌に感

染したと発表していましたが、住民の感染は明らかにしていませんでした。 

しかし、ことし 9月、中国の雑誌「財新週刊」が、感染が周辺住民にも広がり、その数は 3000人以上に上ると伝

えたことをきっかけに、当局は、当時判明していただけで 3245人の感染者がいたことを認めました。 

そして今回の会見で、感染者がさらに増えて 6000人以上に上っていることを明らかにしましたが、当局の隠蔽体

質に批判が高まっています。 

-------------------- 

◇火災、爆発事故等（省庁発表） 

・【都市ガス】東京都内で火災事故（人的被害：軽傷者 1名）が発生しました 

＜経済産業省 2020年 11月 5日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2020/11/20201104004/20201104004.html?from=mj 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・消費生活用製品の重大製品事故:ポータブルブルーレイプレーヤーで火災等 
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＜消費者庁 2020年 11月 6日＞ 

https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_201106_01.pdf 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：１件 

（うちガスこんろ（都市ガス用）１件） 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：１件 

（うちポータブルブルーレイプレーヤー１件） 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：６件 

（うち脚立（伸縮式、アルミニウム合金製）１件、ＡＣアダプター（スマートフォン用）１件、 

介護ベッド１件、電気冷蔵庫１件、電動アシスト自転車１件、ポータブルＤＶＤプレーヤー１件） 

------------ 

・消費者安全法の重大事故等に係る公表について 

＜消費者庁 2020年 11月 6日＞ 

https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_201106_01.pdf 

   生命・身体被害に関する消費者事故等として通知された事案：58 件  

             うち重大事故等として通知された事案：28 件 

------------ 

・消費者安全法の重大事故等以外の消費者事故等の事故情報データバンクの登録について 

＜消費者庁 2020年 11月 6日＞ 

https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_201106_02.pdf 

  1.事故情報(食中毒情報を除く。):３件、2.リコール・自主回収情報:９件、3.食中毒情報：18件 

------------ 

・女性の体内に医療器具、１３年間「置き忘れ」…傷縫合の糸つかむ「鉗子」 

＜読売新聞 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/95efbc87ed1b8254143b2dc0e62123ccd73db881 

 鹿児島市立病院は５日、１６年前の手術で女性（現在６０歳代）の体内に医療器具を置き忘れるミスがあった

と発表した。約１３年後に取り出し、後遺症はないという。 

 同病院によると、女性は２００４年９月に外科手術を受けた。１７年４月、別の病気のため同病院で磁気共鳴

画像（ＭＲＩ）検査を受診した際、腹痛を訴えた。レントゲン検査を行ったところ、傷を縫合する糸をつかむ鉗

子（（かんし））（長さ約１４センチ、幅約６センチ）が体内に残っているのが確認された。同月、摘出手術を行っ

た。 

 女性はＭＲＩ検査を受けるまで、器具が原因とみられる体調不良はなかったという。今年８月、病院側が女性

に和解金１３０万円を支払った。同病院は「今後、こうした事故が二度と起こらないよう再発防止に努める」と

している。 

------------ 

・三重大のドア 23枚破壊疑い 医学系元准教授の男逮捕 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/d2a88b89dcbb150b62b29662be75e6439e5a070b 

 津市にある三重大の研究棟のドア 23枚を破壊したとして、津署は 5日、器物損壊容疑で、元三重大大学院医学

系研究科准教授の藤原武志容疑者（51）＝津市鳥居町＝を逮捕した。同署によると、藤原容疑者は 10月 31日付

で大学との雇用契約が終了したという。「職場で自分の置かれていた環境に不満があり、我慢できなくなり物に当

たってしまった」と容疑を認めている。  

 逮捕容疑は 2月 3日午前 10時 40分～正午ごろ、先端医科学教育研究棟で、1階から 4階に設置されている出

入り口のドア 23枚（計 95万円相当）を金属製の実験器具でたたきつけるなどし、破壊した疑い。 

-------------------- 

◇事故、事件の続報 

・[モーリシャス] モーリシャス座礁事故 船撤去完了は来年春 油回収は 1月に完了の見通し 
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＜毎日新聞 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/6a1bf7a2115cdf2e135350acf8b7c2849cd54c8a 

 西インド洋モーリシャス沖で 7月に大型貨物船「わかしお」が座礁し、重油が流出した事故で、船所有会社の

親会社、長鋪（ながしき）汽船（岡山県）は 5日、現場に残っている船体の撤去が終わるのは来年春になるとの

見通しを明らかにした。 

 船体は座礁後、前後に分裂し、前の部分は既に現場から撤去されて近海に沈めて処分された。後ろ部分は現場

にとどまったままで、波風に揺られてサンゴを削るなど悪影響を与えている。同社によると現在は撤去に向けた

機材の準備などを行っており、12月下旬から作業を開始する。 

 事故では約 1000トンの重油が流出したが、海上での油回収作業は終了している。沿岸に漂着した分の回収が続

いており、2021年 1月にほぼ完了する見通しという。 

---------- 

・学長「見解、今は控える」 山形大の教授間パワハラ問題 

＜毎日新聞 2020年 11月 6日＞ https://mainichi.jp/articles/20201106/k00/00m/040/027000c 

 山形大有機エレクトロニクス研究センター（山形県米沢市）で、教授らの間でパワーハラスメントがあったと

される問題を巡り、同大の玉手英利学長は５日の記者会見で、相談があったことを認める一方で、「対応中の段

階で、学長が公に考えを述べることは関係者に大きな心理的な負担を与え、適切ではない」と述べるにとどまっ

た。 

 同大職員組合が２日、複数の教授らが４人の男性教授らに不当な評価を行うなど、パワハラがあったと指摘し

た。同大によると、８月に相談を受け、９月に特別対策委員会を設置。調査委員会で聞き取り調査を行う予定だ

ったが、申し立て側とその手法を巡って意見の相違があり、実施できていないという。 

 同大は「対策委で一定の結論が出て、懲戒に該当するハラスメントなどがあった場合は、社会に対して説明し

たい」と話した。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・アスベスト労災の死亡診断書、法務省が 27年間保存要請 患者団体「大きな進展」 

＜毎日新聞 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/ef012e61c5e5fc74aab8c702b9da30f7f4c17999 

 アスベスト（石綿）の労災被害を証明する際に利用される死亡診断書について、法務省が 6月、全国 50カ所の

法務局に対し、戸籍法施行規則の原則に基づいて 27年間保存するよう要請したことが判明した。近年は同規則の

特例を活用して 5年で廃棄する動きが広がり、時間がたってから遺族が被害に気づいた場合に証明が難しくなる

ケースが相次いでおり、厚生労働省が法務省に保存を求めていた。 

 廃棄を問題視していた患者団体「中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会」（東京都江東区）は法務省の対応

について、「これ以上の廃棄が食い止められたのは大きな進展」と評価しつつ、「既に廃棄されて死因が証明でき

なくなった人の救済方法も考えてほしい」と訴えている。 

 死亡診断書は死亡時に医師が死因を記入し、遺族が市区町村に提出する。一定期間を過ぎると法務局に移され、

原則 27年間の保存が義務づけられている。市区町村が管理する戸籍情報が災害などで消失した場合に備え、復元

のための基礎資料として残しておくためだ。 

 ただ、法務局が戸籍情報そのものを共有保存している場合、5年で廃棄できる特例がある。近年は戸籍情報が

電子化され、更新されると法務局にも送られる仕組みとなったため、5年での廃棄が可能になった。 

 法務省によると、今年 1月時点で東京、横浜、千葉、水戸、前橋、長野、金沢、広島、徳島の 9法務局が 5年

での廃棄に移行していた。 

---------- 

・異常な兆候から製品事故を確認 NITEが検索ツール開発 

＜共同通信 2020年 11月 7日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/4be671acbf177ec1918fc9057098a96af44bac19 

 「スマートフォンが異様に熱い」「電子レンジが止まらない」―。電化製品などの持ち物が異常な兆候を示した
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時、どんな故障や事故を想定すべきか。製品評価技術基盤機構（NITE）は消費者が手軽に予兆から事故を検索で

きるツール「SAFE―Lite」を開発した。9日からスマホやパソコンがあれば誰でも利用できる。  

 ツールは、NITEが持つ約 6万件の事故情報のデータバンクを、検索条件が完全に一致しない「あいまい検索」

でも調べられるようにしたもの。SAFE―Liteの URLは https://safe―lite.nite.go.jp/ 

[備考] 

・SAFE-Lite ～スマホで手軽に 事故防止～ 

＜製品評価技術基盤機構 2020年 10月 22日＞ 

https://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/press/2020fy/prs201022_02.html 

 「SAFE-Lite」は、スマートフォンやパソコンから簡単に無料でご利用いただける製品事故に特化したウェブ検

索ツールです。 

 製品の利用者が普段お使いの言葉で、製品事故が発生する前にみられる「予兆（現象）」情報を「SAFE-Lite」

に入力すると、同じ現象の事故だけではなく、よく似た事故情報も表示されます。様々な視点から事故となる危

険性やその場合の被害状況などがわかり、事故防止の対応を判断できることで、より安全・安心な社会につなが

ることを期待してます。なお、「SAFE-Lite」は、11月 9日(月)に公開いたします。 

―ACSES-NL_1967_20201023 掲載― 

---------- 

・令和２年秋季全国火災予防運動の実施 

＜総務省消防庁 2020年 11月 6日＞ 

https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/645cba16bc0a8d9859aca2811ed23e8d310c6bac.pdf 

１ 全国統一防火標語   『その火事を 防ぐあなたに 金メダル』 

２ 目的 

火災が発生しやすい時季を迎えるに当たり、火災予防意識の一層の普及を図ることで、火災の発生を防止し、高

齢者等を中心とする死者の発生を減少させるとともに、財産の損失を防ぐことを目的として、毎年この時期に実

施しているものです。 

３ 実施期間   令和２年 11 月９日（月）～11 月 15 日（日） 

４ 実施内容 

５の「重点目標」を踏まえ、全国の消防本部等において、防火防災に関する広報など、火災予防を推進するため

の取組が重点的に実施されます。なお、各地域の消防本部等において火災発生状況や地域特性等に応じた運動を

展開します。 

５ 重点目標 

（１）住宅防火対策の推進（住宅用火災警報器の設置、維持管理の徹底等） 

（２）乾燥時及び強風時の火災発生防止対策の推進 

（３）放火火災防止対策の推進 

（４）特定防火対象物等における防火安全対策の徹底 

（５）製品火災の発生防止に向けた取組の推進 

（６）多数の者が集合する催しに対する火災予防指導等の徹底 

６ 住宅用火災警報器の設置、維持管理の徹底について 

住宅用火災警報器の設置は、平成 16 年の消防法改正により、新築住宅は平成 18 年 6 月 1 日から、既存住宅

は平成 23 年 5 月 31 日までの間で各自治体の条例で定める日から義務化されました。住宅用火災警報器は、火

災を感知するために常に作動しており、その電池の寿命の目安は約 10 年とされています。今後その多くが設置

後 10 年を迎え、電池切れ等により火災時に適切に作動しなくなることが懸念されています。 

このため消防庁では、住宅用火災警報器の設置の徹底や適切な維持管理を呼びかけるコンテンツとして、広報用

映像を制作しており、広く国民が自由に視聴及びダウンロードできるよう消防庁ホームページに掲載しているほ

か、各種メディアや全国の消防機関等に提供しています。 

７ 地震、台風等の自然災害時における火災対策の推進 

地震火災を防ぐためには、感震ブレーカーの設置や家具類の転倒防止対策、安全装置などを備えた火気器具の普
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及を推進するなどの出火防止対策に加え、住宅用火災警報器、住宅用消火器、エアゾール式簡易消火具などの設

置といった火災の早期覚知・初期消火対策、さらには地域の防災訓練や自主防災組織への参加といった、地域ぐ

るみの防火対策が重要です。 

 また、地震だけではなく、台風などの自然災害による停電発生時に懸念される通電火災を防ぐために、避難の際

にはブレーカーを遮断するなどの対策も重要です。 

 このため、消防庁では、日常での地震火災対策について周知する映像資料及び地震火災を防ぐポイントをまとめ

たリーフレットを作成し、公開しているところであり、広く国民に地震火災対策を周知するため、引き続き、積

極的に広報を行っていく予定です。 

動画 URL：https://www.fdma.go.jp/mission/prevention/suisin/post-2.html 

８ その他 

 本運動は、各消防本部等において、新型コロナウイルス感染症に関する政府方針等に留意し、感染拡大防止に十

分に配慮した上で実施することとしています。 

------------ 

・早大調査委「元教授がパワハラ」と認定 JOC常務理事 

＜朝日新聞 2020年 11月 7日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/d6dd5932c24bd3a16b11bf0a2cf82e2fa432ba42 

 日本オリンピック委員会（JOC）の友添（ともぞえ）秀則常務理事（64）が、教授を務めた早稲田大学でパワー

ハラスメントを行っていたとする報告書を、早大の調査委員会がまとめていたことがわかった。友添氏は取材に

「ハラスメントはなかったと思っている」と答えた。早大による処分はなく、友添氏は 10月、自己都合で早大を

退職した。 

 複数の関係者によると、報告書は、友添氏が早大の理事とスポーツ科学学術院教授だった昨年 11月に内部告発

があり、早大が立ち上げた調査委が今年 6月に学術院長に提出した。その後、友添氏の退職に対応するために学

術院内に設置された委員会に共有されている。 

 報告書によると、友添氏は学術院の教員 2人に対し、地位に不安を抱かせたり、他大学での非常勤講師の職を

辞するよう強いたりする発言をし、「悪質」と評価された。深夜のメール返信の強要や、昼食購入といった身の回

りの世話の要求なども、優越的な関係に基づくパワハラと認定された。 

 友添氏は取材に対し、「報告書は見ていない」としたうえで、「ハラスメントということはなかったという認識

で私はいる。2人に対して精いっぱいやってきたつもり」と話した。退職については「いろいろなことに疲れた

から」と説明した。 

------------ 

・オンライン授業で学生にセクハラ発言繰り返す 北見工大准教授を停職処分 

＜毎日新聞 2020年 11月 7日＞ https://mainichi.jp/articles/20201107/k00/00m/040/016000c 

 北見工大（北海道北見市）は、オンライン授業でセクハラ発言を繰り返すなどしていたとして、４０代の男性

准教授を停職２カ月の懲戒処分にしたと発表した。処分は４日付。 

 同大によると、今年５月のオンライン授業を受けた女子学生から精神的な苦痛を訴える相談があったほか、過

去の授業でも学生が不快になる性的な発言をしたり、教材ではない自身の著書の購入方法を説明し学生に強く勧

めたりするなどの就業規則違反があり、倫理に反する行為だとしている。 

 鈴木聡一郎学長は「再発防止に万全を期し、信頼回復に努めたい」とコメントした。 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・食品中の放射性物質の検査結果について（１２０９報）（東京電力福島原子力発電所事故関連） 

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=f4ZtiQDDrtbGd17tY 

１ 自治体の検査結果 

旭川市、小樽市、青森県、岩手県、盛岡市、宮城県、秋田市、山形県、栃木県、群馬県、埼玉県、さいたま

市、東京都、文京区、神奈川県、横浜市、川崎市、新潟県、山梨県、静岡県、京都市、大阪市、奈良県、徳
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島県 

※ 基準値超過   ２件 

No.171 山梨県産  アミタケ      （Cs：110 Bq/kg） 

  No.503 岩手県産   コウタケ      （Cs：130 Bq/kg） 

２ 緊急時モニタリング又は福島県の検査結果 

 ※ 基準値超過 １２件 

  No.19   福島県産   イノシシ       （Cs：110 Bq/kg） 

  No.22   福島県産   イノシシ       （Cs：110 Bq/kg） 

  No.33   福島県産   イノシシ       （Cs：260 Bq/kg） 

  No.55   福島県産   ツキノワグマ     （Cs：160 Bq/kg） 

  No.65   福島県産   イノシシ       （Cs：160 Bq/kg） 

  No.101   福島県産   イノシシ       （Cs：130 Bq/kg） 

  No.102   福島県産   ツキノワグマ     （Cs：200 Bq/kg） 

  No.111   福島県産   ツキノワグマ     （Cs：130 Bq/kg） 

  No.117   福島県産   イノシシ       （Cs：220 Bq/kg） 

  No.119   福島県産   ツキノワグマ     （Cs：140 Bq/kg） 

  No.120   福島県産   ツキノワグマ     （Cs：150 Bq/kg） 

  No.123   福島県産   イノシシ       （Cs：110 Bq/kg） 

３ 国立医薬品食品衛生研究所における検査 

 ※ 基準値超過  なし 

---------- 

・指定廃、予定の半分搬入 富岡・処分場環境省が実績報告 

＜河北新報 2020年 10月 30日＞ https://this.kiji.is/694747383530734689 

 東京電力福島第 1原発事故で生じた福島県内の指定廃棄物などを埋め立てる最終処分場の運営を監視する環境

安全委員会が 29日、処分場が立地する同県富岡町であり、運営する環境省が受け入れ予定廃棄物の半分程度が既

に搬入されたとする実績を報告した。 

 有識者や行政関係者、地域住民十数人が出席。現場を視察した後、同省の担当者から埋め立て状況や周辺の空

間放射線量などの説明を受けた。 

 処分場への廃棄物搬入は予定する 30万袋（1袋 1.5～2トン）に対し、28日までの実績が約 14万 8500袋に上

った。環境省の担当者は「生活ごみを除いて 6年で埋め立てを終える事業。開始から 3年で半分近くになり、搬

入はおおむね順調だ」と述べた。 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・高浜原発 40年超運転、町議会同意が決定的 

＜共同通信 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/c621162f9a06a35236a9120be6e75c443ab2b039 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和２年 11月６日版） 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=XaRAPZ2eNHJCyH3PY 

・国内の発生状況について更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-oOc9PQejwMhiOBY 

・新型コロナウイルス感染症に関する報道発表資料（発生状況、国内の患者発生、海外の状況、その他）を更新

しました 
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＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2qO81NQ-ryMBtwBY 

・地域ごとの感染状況等の公表について更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=DfQRnxRfjCkWTs-fY 

・新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者の発生について（空港検疫）  

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2qO81NQ-ryMBrEBY 

 

・新型コロナウイルス感染者について 

＜経済産業省 2020年 11月 5日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2020/11/20201104005/20201104005.html?from=mj 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・アメリカ コロナ感染者 10万人超 医療ひっ迫で死者の増加懸念＜NHK 2020年 11月 6日＞ 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20201106/k10012697691000.html 

・米の 1日当たり感染者 12万超、過去最高 死者 1000人、医療負荷高まる 

＜共同通信 2020年 11月 7日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/f2a3889274439eeded80b899a9b60d147f842e62 

・欧州、クリスマス前に第 2波 英、伊などでロックダウン＜朝日新聞 2020年 11月 5日＞ 

・デンマーク 新型コロナ ミンクから 12人が感染か ウイルス変異＜NHK 2020年 11月 6日＞ 

・コロナ変異で２８万人地域封鎖 ミンクから人に感染―デンマーク＜時事通信 2020年 11月 6日＞ 

・国内のコロナ感染者、千人超え 寒冷な北海道、東北で増加＜時事通信 2020年 11月 5日＞ 

 

◇ヒト感染可能性 未知のウイルス 82万 7000種 「パンデミック増え拡大加速も」 

＜毎日新聞 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/60a0d2afc071effe094fb4a3eaa455ce14eeaacc 

 自然界には、最大 82万 7000種類のヒトに感染する可能性を持つ未知のウイルスが存在するとの分析結果を、

世界の科学者が参加する政府間組織「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム」

（IPBES）が公表した。 

 新型コロナウイルスを含め過去にパンデミック（世界的大流行）を起こした感染症はほとんど、動物とヒトが

ともに病原体に感染する「人獣共通感染症」だった。IPBESは「（野生生物の取引を減らすといった）予防策を取

らなければパンデミック発生の頻度は増え、感染拡大のスピードもより速くなる」と警告する。 

 生態系やウイルスの専門家ら22人が参加し、論文や国連機関の報告書など700以上の資料を分析してまとめた。 

 その報告書によると、哺乳類や鳥類が保有する未知のウイルスは 170万種類と推定され、うち 63万 1000～82

万 7000種類はヒトも感染する恐れがある。ヒトの間で毎年五つ以上の新たな感染症が起こっており、パンデミッ

クのリスクは急速に高まっている。 

 森林伐採をはじめ土地利用の変化や、食用や薬用のための取引・消費などによって、野生生物や家畜、ヒトの

間で接触が増えているのが原因だという。 

 人獣共通感染症による経済的損失は、新型コロナ以前でも毎年 1兆ドル（約 105兆円）以上に上っていたとみ

られる。新型コロナに関しては国内総生産（GDP）の縮小などで、その損失は今年 7月までに 8兆～16兆ドル（約

840兆～1680兆円）に達すると推計される。一方、野生生物の取引や土地利用の変化を抑制するなど、パンデミ

ックを予防するためのコストは 177億～269億ドル（約 1兆 8514億～2兆 8137億円）で済む可能性がある。 

 報告書はパンデミック防止に向け、各国に必要な情報を提供する政府間組織の立ち上げや、消費や農業、貿易

の抜本的見直しなどを提言。議長を務めた米非営利団体「エコヘルス・アライアンス」代表のピーター・ダザッ

ク博士は「我々は新たな感染症が起こってから封じ込めや制御をしようとしているが、予防にもっと焦点を当て

た取り組みが必要だ」と指摘する。 

-------------------- 
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[対策・予防] 

◇省庁発表 

・接触確認アプリ利用者向けＱ＆Ａを更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=9QznA4pJJFxM_d9nY 

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) のお知らせを更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=c4puE7OwGlxs5kHhY 

・「帰国者・接触者相談センター/帰国者・接触者外来等」の「帰国者・接触者相談センター 都道府県別設置数」、

「帰国者・接触者外来等 都道府県別設置数」を更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=p161Udgbdg4er581Y 

・新型コロナウイルス感染症医療機関等情報支援システム（G-MIS）：Gathering Medical Information System on 

COVID-19  

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=2SDFS8CLWP3Cmh9LY 

・新型コロナウイルスに関する Q&A（水際対策の抜本的強化）を更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=jXSRH5TfDKmWzk4fY 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症）を更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=U6pOM5OQOnxMxmLBY 

---------- 

◇NITEが行う新型コロナウイルスに対する消毒方法の有効性評価に関する情報公開（最終報告書及びその概要の

英語版を公開しました） 

＜製品評価技術基盤機構(NITE) 2020年 10月 30日＞ 

https://www.nite.go.jp/information/koronataisaku20200522.html 

NITEが行う新型コロナウイルスに対する消毒方法の有効性評価の最終報告書及び報告の概要の英語版の資料を

公開いたしました。 

 ○報告の概要（Executive Summary） → https://www.nite.go.jp/data/000115862.pdf 

 ○最終報告書（The Final Report）  → https://www.nite.go.jp/data/000115863.pdf 

---------- 

・コロナ対策指針見直しへ ハンドドライヤーOKに 経団連 

＜時事ドットコム 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/514c0d3b9114c4799b28bbfc507bb986a7d54f95 

 経団連が、新型コロナウイルスの感染予防対策に関する企業向けガイドライン（指針）の一部緩和を検討して

いることが 6日、分かった。感染防止と円滑な事業活動の両立を進めるのが狙いで、月内にも指針を見直す。出

張や社外会議への参加をしやすくするほか、洗った手を乾かすための「ハンドドライヤー」を使用できるように

する。 

 経団連は 5月、個別の業界が指針を作成する際の参考として「感染予防対策ガイドライン」を公表した。経団

連が指針を見直すことで、各業界でも同様の動きが広がる可能性がある。 

 現在の指針では、不急の出張を見合わせることや、対面の社外会議・イベントは必要な場合に最少人数で参加

することを奨励している。経済界では事業活動再開に伴い、指針緩和を求める声が強まっており、感染防止の徹

底を図った上で、柔軟に出張や会議への参加ができるようにする。 

 また、使用禁止にしているハンドドライヤーは、世界保健機関（WHO）が手洗い後の利用を推奨しているとして、

使用再開へ指針を見直す。このほか、政府の新型コロナ対策アプリ「COCOA（ココア）」の利用も呼び掛ける。 

---------- 

◇群馬大院教授がコロナウイルスを人工合成に成功 感染再現や仕組み解明へ 

＜毎日新聞 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/c351a66914991d41390f623f0c529f06990f9dad 

 群馬大大学院の神谷亘教授（ウイルス学）が、新型コロナウイルスの人工合成に成功した。これにより、ウイ

ルスの感染の再現や、ＲＮＡ（リボ核酸）の約３万の塩基の解明などに役立つという。 
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 神谷教授は国立感染症研究所から入手したウイルスの遺伝子を細菌人工染色体（ＢＡＣ）に組み込み、遺伝情

報を細胞内で複製して人工的に新型コロナウイルスを作り出した。 

 新型コロナウイルスと、遺伝子の約８割が同じといわれる「重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）ウイルス」と

の比較では、免疫細胞の活性化に関係する「ＯＲＦ３ｂ」という遺伝子の長さに明確な違いがあることが分かっ

ている。人工合成は、こうした個々の遺伝子の解明につながる。 

 また、遺伝子を改変し、緑色蛍光タンパク質（ＧＦＰ）を組み込んで発光するようにすれば、可視化も容易に

なるという。 

 神谷教授は「人工合成ウイルスは、新型コロナウイルスの解明のための最初のツール。感染や増殖を再現して

病原性が発生する仕組みを明らかにすることも可能だ」と話している。 

---------- 

◇治療薬、検査薬等 

・琉球大、1月からコロナ薬の治験 「コルヒチン」、重症予防に期待 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/927e2cdad27b9a4b2903343d28d0775f10480a3f 

琉球大は 5日、新型コロナウイルス感染症の重症化を防ぐ薬としての有効性を確認するため、「コルヒチン」の臨

床試験（治験）を横浜市立大などと共同で来年 1月に始めると発表した。コルヒチンは痛風の治療薬として使わ

れており、安価で安全性も高い。効果を確認できれば、患者と医療機関両方の負担軽減が期待できる。  

 コルヒチンはイヌサフランの種子や球根に含まれる成分で、細胞の炎症を抑える作用がある。コロナは、体内

でウイルスに対する過剰炎症が起きて重症化するため、それを防ぐ効果があるか検証する。  

 来春までに沖縄や埼玉、東京の医療機関約 10施設で実施する。 

---------- 

・光触媒で新型コロナ分解 コーティング材に利用 

＜共同通信 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/39a83e824cc5292c727eaf4a85f1e87f1b7e174f 

---------- 

◇大学等関係 

・医療従事者や学校職員ら陽性率 0.46％ 京都市内のコロナ感染率の 5倍強 

＜毎日新聞 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/1208bc54e3775fdd4bf0e39eafd9288a0e7576db 

 京都大付属病院（京都市左京区）は 6日、京都市内で勤務する医療従事者や学校職員らを対象とした、新型コ

ロナウイルスの抗体検査の中間結果を発表した。検査を実施した計1737人のうち陽性は8人で、陽性率は0・46％。

京都市内の人口（10月末現在）を基にした新型コロナの感染率（0・09％）と比べると、約 5・1倍となった。た

だ、検査には「偽陽性」の可能性も残るため、同病院は「現時点で評価は困難だ」としている。 

 調査は京都市と協力し、20歳以上の医療従事者や学校・保育所、公共交通機関、高齢者福祉施設の職員などを

対象に 3種類の検査キットを用い、7月末～10月上旬に実施。唾液を用いた PCR検査（遺伝子検査）も 1192人に

したが、陽性はゼロだった。  調査は 2021年春ごろに再度実施し、陽性者数の変動などを調べる。担当する同

病院の長尾美紀教授（臨床病態検査学）は「定期的に検査することで抗体の変化を見ることもでき、特定の職種

の感染率が他と差異があれば、感染対策の見直しにつながる」と話した。  

 また市は 6日、同病院と新型コロナ感染拡大防止に向けた包括連携協定を締結したと発表した。抗体検査の対

象をクラスター（感染者集団）が発生した飲食店の従業員などに拡大するほか、高齢者福祉施設への入所予定者

に PCR検査を事前に実施する「検疫モデル」の構築などが柱。門川大作市長は記者会見で「一層連携を深め、新

型コロナの克服に全力を挙げたい」と述べた。 

・医療関係者や教員らコロナ陽性率 0・46％ 京都市と京大が抗体検査の中間結果公表 

＜京都新聞 2020年 11月 6日＞ https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/404867 

 京都市と京都大医学部付属病院は６日、新型コロナウイルスの感染防止に向けた包括連携協定を締結したと明

らかにした。集団感染発生時のＰＣＲ検査の協力や抗体検査の対象拡大、高齢者施設での院内感染防止策の充実
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という３本柱で、市はさらなる感染拡大が懸念される冬場を前に備えを強化する。締結は１日付。 

 府内の１日当たりのＰＣＲ検査は現在最大８００件で、府は年内に１５００件に拡充する方針。京大病院は１

日９００件の検査能力があり、クラスター（感染者集団）が発生するなど一度に多量のＰＣＲ検査が必要になっ

た場合、市が京大病院に協力を依頼する。 

 市と京大病院の連携はこれまでにもあり、７～８月に市立病院（中京区）でクラスターが発生した際には約１

８００人分の検査を京大病院が担った。この日の会見で協定締結を発表した門川大作市長は「これまでは緊急避

難的にお願いしていた。（今後は）多量の検査をスピード感を持って実施していただける」と述べた。 

 新型コロナの感染歴を調べる抗体検査は７～１０月、市立病院の医師や看護師、市立学校の教員、市バスの運

転手らを対象に実施した。今後はクラスターが発生した飲食店の従業員や高齢者福祉施設の職員を対象に加える

ことで、感染拡大の実情を把握し、今後の対策に生かす。 

 これまでの検査の中間結果も公表され、１７３７人中、陽性は８人、陽性率は０・４６％だった。詳細につい

て、担当の長尾美紀京大教授（臨床病態検査学）は「解析が追いついていない」とし、最終的な結果は来年度に

公表するとした。 

 高齢者施設の院内感染対策では、市はモデルとなる施設を今後選定し、利用者に対する入所前のＰＣＲ検査や

職員向けの指導を通して、各施設の参考となる指針作りを目指す。京大病院は協定に基づき、ＰＣＲ検査を担う

という。 

---------- 

・立命館大でクラスター 学生約 30人飲食し計７人感染、5日滋賀コロナ 

＜京都新聞 2020年 11月 5日＞ https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/403959 

滋賀県は５日、新たに男女計２１人が新型コロナウイルスに感染したと発表した。うち６人は草津市の立命館大

びわこ・くさつキャンパスに通う学生で、同じ飲み会に参加していた。県はクラスター（感染者集団）が発生し

たとみている。県内で１日当たりの感染確認が２０人を超えるのは８月７日以来９０日ぶり。 

 立命館大と県によると、１０月２４日に学生約３０人が県内の居酒屋で飲食し、このうち１人の感染が１１月

３日に判明。濃厚接触した学生を検査した結果、新たに６人が陽性となった。６人は１０～２０代で、うち２人

は県外在住。いずれも軽症か無症状。関係する授業を５日からオンラインに切り替えた。 

---------- 

・8大学で部活クラスター スポーツ庁まとめ 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/45c308a7ef4e5da1521c5ce78b843f1c49cf6885 

スポーツ庁は 5日、大学運動部での新型コロナウイルスのクラスター（感染者集団）について、これまで 8大学

の 10運動部で発生し、260人の感染者・陽性者を確認したと明らかにした。8月 1日～11月 2日に文部科学省に

報告があった感染者 5人以上の事例をまとめた。自民党のスポーツ立国調査会などの合同会議で報告した。 

文科省は部活動時だけでなく、寮生活や食事など集団生活でも留意するよう既に各大学に通知している。大麻使

用が判明した部活動も今年 2件確認しているとし、改めて違法行為に関し大学などに注意喚起する方針を示した。 

---------- 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【北海道～東京】（11/2更新） 

＜大学プレスセンター 2020年 11月 2日＞ https://www.u-presscenter.jp/article/post-43243.html 

----- 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【神奈川～九州・沖縄】（10/21更新） 

＜大学プレスセンター 2020年 10月 21日＞ https://www.u-presscenter.jp/article/post-43302.html 

---------- 

・オンライン授業続く大学生 半数が「精神的なストレス」 

＜朝日新聞 2020年 11月 6日＞ https://www.asahi.com/articles/ASNC66TT2NBMPTIL02J.html 

 新型コロナウイルスを受けた緊急事態宣言の影響で、オンライン授業が続いた大学生のうち、約半数が精神的

なストレスを感じていたことが、大阪教育大の小川剛司准教授（運動生理学）らの調査でわかった。 

 同大の学生と同大付属小中高校の児童・生徒計 3513人を対象に、5～6月に調査した。オンラインの回答フォ
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ームに記入する方式で、小学生以下は保護者と共に答えるよう求めた。 

 緊急事態宣言以降の「体調」「気分」「体力」それぞれの変化を聞いたところ、全体の 36%が「気分」について

「少し悪くなった」「悪くなった」と回答。大学生だけでは 48・5%を占め、顕著だった。小川准教授は「自己責

任による授業単位の管理や社会情勢を受けた将来への不安などで、ストレスが大きかったのではないか」と分析

する。 

---------- 

・コロナで来県遅れの留学生も勢ぞろい 鳥取大学大学院 

＜朝日新聞 2020年 11月 6日＞ https://www.asahi.com/articles/ASNC571JSNC5PUUB002.html 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・WHO「人とのつながり保って」 感染再拡大で、身体の距離は重要 

＜共同通信 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/0f3928e8ee03346189806731d57fdf7b9559e78c 

・フィンランド、新型コロナ対策で静かに成果 

＜ＡＦＰ＝時事 2020年 11月 5日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=20201105040777a&g=afp 

・変異した新型コロナ見つかる 家畜ミンク 殺処分へ デンマーク 

＜NHK 2020年 11月 7日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20201107/k10012699411000.html 

********************************************************************************************* 

[3] 労働安全衛生規則第九十五条の六の規定に基づき厚生労働大臣が定める物等の一部を改正する件（案）に関

する意見募集について 

＜厚生労働省 2020年 10月 28日＞ 

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495200272&Mode=0 

10月28日～12月3日。 

改正概要 

労働安全衛生規則第九十五条の六の規定に基づき厚生労働大臣が定める物等の一部を改正する件（案）の概要 

１ 改正の趣旨 

現在、労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32 号。以下「安衛則」という。）第 95 条の６の規定により、

労働者に健康障害を生ずるおそれのある物で厚生労働大臣が定めるものを製造し、又は取り扱う作業場において、

労働者を当該物のガス等にばく露するおそれのある作業に従事させた事業者に対し、所轄労働基準監督署長への

所定事項の報告（以下「有害物ばく露作業報告」という。）を義務付けている。 

今般、IARC（国際がん研究機関）による発がん性評価等に基づき、厚生労働省において開催した有識者検討会

による検討結果等を踏まえ、有害物ばく露作業報告の対象となる物及び期間を変更するため、労働安全衛生規則

第九十五条の六の規定に基づき厚生労働大臣が定める物等（平成 18 年厚生労働省告示第 25 号）の改正を行う。 

２ 改正の内容 

（１）有害物ばく露作業報告の対象物について 

安衛則第 95 条の６の規定に基づき厚生労働大臣が定める物として、以下の表の左欄に掲げる物及びこれを含

有する製剤その他の物（左欄に掲げる物の含有量が右欄に記載された値である物を除く。以下「製剤その他の物」

という。）を規定する。 

物 含有量（重量％） 

１，１，１－トリクロロエタン 0.1％未満 

パラ－ターシャリ－ブチルトルエン 0.1％未満 

（２）有害物ばく露作業報告の対象期間等について 

事業者は、令和３年１月１日から同年 12 月 31 日までの間に一の事業場において製造し、又は取り扱った（１）

に掲げる物の量（製剤その他の物に含有される量を含む。）が 500 キログラム以上となったときは、令和４年１

月１日から同年３月 31 日までの間に、安衛則第 95 条の６の規定による報告書の提出を行わなければならない
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こととする。 

３ 根拠法令   安衛則第 95 条の６ 

４ 施行期日等 

告示日：令和２年 12 月（予定） 

施行期日：令和３年１月１日 

********************************************************************************************* 

[4] 化審法関係の諸手続きに関する通知 

◇化審法令和 2年度第 10回少量新規化学物質の書面申出受付方法の変更について（お知らせ） 

＜経済産業省 2020年 10月 30日＞ 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/shinki/R2_10_shoryoshin

kiuketukehenkou.pdf 

＜厚生労働省 2020年 10月 30日＞ 

http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/kashin/todoke/shinki/syo_shinki_dai10kai_houhou.pdf 

＜環境省 2020年 10月 30日＞ http://www.env.go.jp/chemi/kagaku/dai10kaimousideuketukehenkou.pdf 

化審法 第 10回少量新規化学物質製造・輸入申出受付について、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、窓口

での書面の申出受付を中止し、郵送受付に変更します。郵送受付期間は 12/1（火）～12/4（金）（消印有効）、提

出先は環境省大臣官房環境保健部環境保健企画管理課化学物質審査室です。 

オンラインによる電子申出と光ディスクの郵送による申出については変更ありません。  

---------- 

◇「令和 3年度少量新規化学物質の製造・輸入申出等に係る日程について」を公開しました。 

＜経済産業省 2020年 10月 30日＞ 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/shinki/R3uketsukenittei

.pdf 

＜厚生労働省 2020年 10月 30日＞ 

http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/kashin/todoke/shinki/syo_shinki_schedule_2021.pdf 

---------- 

◇令和 2年 10月 30日改正令和 2年度分少量新規化学物質の製造・輸入申出等に係る日程について（お知らせ） 

＜経済産業省 2020年 10月 30日＞ 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/shinki/syoryoshinkinitt

eiosiraseR3.pdf 

＜厚生労働省 2020年 10月 30日＞ 

http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/kashin/todoke/shinki/syo_shinki_schedule_201030.pdf 

＜環境省 2020年 10月 30日＞ 

http://www.env.go.jp/chemi/kagaku/shouryosinki_uketukenittei3%28URL%20moe%29.pdf 

********************************************************************************************* 

[5] 健康安全 

◇家族の喫煙、子どもに影響 千葉市の小 4調査で判明 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/e33287b2e9ff34dbdaffa898f66d2b9e814124d9 

 千葉市は 5日、市内の小学 4年を対象とした受動喫煙の影響調査の結果を発表した。尿中のニコチン代謝物質

の濃度が一定程度高かった児童の 90％以上は、同居家族に喫煙者がいることが判明。喫煙者がいる家庭では児童

への影響が大きいとして、市の担当者は「子どもの近くで喫煙しないことや、保護者が禁煙を考えるきっかけに

してほしい」と呼び掛けている。  

 調査は昨年 10～12月に実施。協力に応じた 757人の尿検査をした。  

 市は調査結果を踏まえ、各学校で受動喫煙に関する学習機会を設け、保護者には注意喚起のリーフレットを配

布した。 
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********************************************************************************************* 

[6] 医薬品等 

◇医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四条第五項第三号の規定に基づき厚生

労働大臣が指定する要指導医薬品の一部を改正する件（厚生労働省告示第 354号） 

   [官報] 令和 2年 11月 6日 本紙 第 368号 4頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201106/20201106h00368/20201106h003680004f.html 

○厚生労働省告示第 354号 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律(昭和三十五年法律第百四十五号)第四条

第五項第三号の規定に基づき、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四条第五

項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が指定する要指導医薬品(平成二十六年厚生労働省告示第二百五十五号)の

一部を次の表のように改正し、令和二年十一月九日から適用する。 

令和 2年 11月 6日                         厚生労働大臣  田村 憲久 

(傍線部分は改正部分)  

改 正 後 改 正 前 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）

第四条第五項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が指

定する要指導医薬品は、次に掲げる医薬品とする。 

 一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律第四条第五項第三号イ又は

ロに掲げる医薬品であって、次に掲げるもの、そ

の水和物及びそれらの塩類を有効成分として含有

する製剤 

  (1)～(4)  （略） 

  (削る) 

 

(5)～(7)  （略） 

 二  （略） 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）

第四条第五項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が指

定する要指導医薬品は、次に掲げる医薬品とする。 

 一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律第四条第五項第三号イ又は

ロに掲げる医薬品であって、次に掲げるもの、そ

の水和物及びそれらの塩類を有効成分として含有

する製剤 

  (1)～(4)  （略） 

  (5) フェキソフェナジン（十五歳未満の者に係る

用法及び用量が定められているものに限る。） 

(6)～(8)  （略） 

 二  （略） 

---------- 

◇医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則第二百十六条の二第一項の規定

に基づき厚生労働大臣が指定する医薬品及び期間の一部を改正する件（厚生労働省告示第 355号） 

   [官報] 令和 2年 11月 6日 本紙 第 368号 4頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201106/20201106h00368/20201106h003680004f.html 

○厚生労働省告示第 355号 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及、ひ安全性の確保等に関する法律施行規則(昭和三十六年厚生省令第一号)

第二百十六条の二第一項の規定に基づき、医薬品、医療機器等の品質、有効性及、ひ安全性の確保等に関する法

律施行規則第二百十六条の二第一項の規定に基づき厚生労働大臣が指定する医薬品及び期間(平成二十六年厚生

労働省告示第三百六十七号)の一部を次の表のように改正し、令和二年十一月九日から適用する。 

令和 2年 11月 6日                         厚生労働大臣  田村 憲久 

 (傍線部分は改正部分)  

改 正 後 改 正 前 

別表 

一般名 適用日 

(削る) (削る) 

 

別表 

一般名 適用日 

フツ化ナトリウム 

（洗口液に限る。） 

令和元年九月十八日 
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(略) (略) 

フェキソフェナジン(十五歳

未満の者に係る用法及び用

量が定められているものに

限る。） 

令和二年十一月九日 

 

 

(略) (略) 

(新設) 

 

 

 

(新設) 

 

********************************************************************************************* 

[7] 農薬 

◇農薬「カスガマイシン」に係る食品健康影響評価を公表しました 

＜内閣府食品安全委員会 2020年 10月 27日＞ 

http://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya20200611080 

---------- 

◇農薬登録情報ダウンロードを更新しました。 

＜農林水産消費安全技術センター(FAMIC) 2020年 11月 4日＞ 

http://www.acis.famic.go.jp/ddownload/index.htm 

********************************************************************************************* 

[8] 食品安全衛生関係 

◇オランダの一部区域からの生きた家きん等の一時輸入停止措置について 

＜農林水産省 2020年 11月 6日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/201106_8.html 

---------- 

◇ドイツからの生きた家きん、家きん肉等の一時輸入停止措置について 

＜農林水産省 2020年 11月 6日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/201106_7.html 

---------- 

◇インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示に対する要請について(令和 2年 7月～9月) 

＜消費者庁 2020年 11月 5日＞ 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/extravagant_advertisement/assets/extravagant_ad

vertisement_201105_0001.pdf 

消費者庁では、令和２年７月から９月までの期間、インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示の監視

を実施しました。 

この結果、インターネットにおいて健康食品等を販売している 112 事業者による 113 商品の表示について、健

康増進法第 65 条第１項の規定に違反するおそれのある文言等があったことから、これらの事業者に対し、表示

の改善を要請するとともに、当該事業者がショッピングモールに出店している場合には、出店するショッピ 

ングモール運営事業者に対しても、表示の適正化について協力を要請しました。 

消費者庁では、引き続き、健康食品等の広告その他の表示に対する継続的な監視を実施し、法に基づく適切な措

置を講じてまいります。 

---------- 

◇食品安全情報（化学物質） No.22 (2020)を掲載しました。 

＜国立医薬品食品衛生研究所(NIHS)  2020年 10月 29日＞ 

http://www.nihs.go.jp/hse/food-info/foodinfonews/2020/foodinfo202022c.pdf 

食品の安全性に関する国際機関や各国公的機関等の最新情報が紹介されている。 

********************************************************************************************* 

[9] 廃棄物関係 

◇「廃木材に含まれる残留性有機汚染物質（POPs）」 

＜国立環境研究所(NIES) 2020年 10月 30日＞ 
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高校生も楽しめる資源循環・廃棄物研究情報誌オンラインマガジン環環 2020年 10月号から 

https://www-cycle.nies.go.jp/magazine/top/202010.html 

********************************************************************************************* 

[10] 温暖化対策関係 

◇環境省、温室ガス報告制度改正へ 「50年排出ゼロ」達成に向け 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/90d2dce08c4112d7e9df64111523db2177ebb4cd 

 環境省は 5日、温室効果ガス排出抑制に関する有識者検討会の初会合を開き、2050年までに排出量を実質ゼロ

にする目標を達成する取り組みの方向性を示した。温暖化対策などに積極的かどうかを投資判断とする「グリー

ン投資」の普及に向け、企業が年間排出量を国に報告する制度を改めることなどが柱。  

 現在は企業ごとに報告しているのを、各地にある事業所ごとに変えるほか、各企業の詳細な排出削減策の報告

も求める方向で検討する。年内に具体案をまとめ、次期通常国会に提出予定の地球温暖化対策推進法改正案に反

映させる方針だ。  

---------- 

◇CO2を都市ガスに再利用 メタネーション最前線 

＜内閣府 2020年 11月 5日＞ https://meti-journal.jp/p/12682/ 

 地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）を「炭素資源」として再利用する「カーボンリサイクル」。実用化

へ向けとりわけ大きな期待が寄せられる技術のひとつが、CO2と水素からメタンを合成する「メタネーション」

である。 

 天然ガス生産時に生じる CO2を都市ガスの原料として再利用するプロジェクトを展開する国際石油開発帝石が、

CO2からメタン生成する設備を稼働してから1年あまり。設備の心臓部にあたる反応器にはプレート型を採用し、

さらに事業所内で分離・回収した CO2を活用するメタネーション試験としては世界初の試みだ。 

---------- 

◇JFE、CO2排出 2割減へ 1000億円投資 全製鉄所に新設備 

＜日経新聞 2020年 11月 6日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXMZO65900470V01C20A1MM8000/ 

---------- 

◇日本触媒、紙おむつの樹脂を再生 焼却せず再利用 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/29a4c595a72f72dc6b352c5d8041ad42dc06a010 

---------- 

◇日航、バイオ燃料で国際線定期便 家庭ごみ利用、CO2排出削減 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/661a22915fcfbd49b470b2f2012b2a1c64c17db4 

********************************************************************************************* 

[11] 環境安全関係 

◇（仮称）あつみ第二風力発電事業に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見の提出について 

＜環境省 2020年 11月 6日＞ https://www.env.go.jp/press/108617.html 

----- 

◇（仮称）宝立町ウィンドファーム事業に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見の提出について 

＜環境省 2020年 11月 6日＞ https://www.env.go.jp/press/108614.html 

----- 

◇（仮称）真庭太陽光発電事業に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見の提出について 

＜環境省 2020年 11月 6日＞ https://www.env.go.jp/press/108605.html 

----- 

◇（仮称）深見町ウィンドファーム事業に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見の提出について 

＜環境省 2020年 11月 6日＞ https://www.env.go.jp/press/108603.html 
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********************************************************************************************* 

[12] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇フラザスルフロンに係る食品健康影響評価に関する審議結果（案）についての意見・情報の募集について 

＜内閣府食品安全委員会 2020年 10月 28日＞ 

http://www.fsc.go.jp/iken-bosyu/pc1_no_flazasulfuron_021028.html 

10月 28日～11月 26日。 

---------- 

◇マルポール条約附属書 II及びＩＢＣコードの改正に伴う告示の改正に対する追加の御意見の募集（パブリック

コメント）について 

＜環境省 2020年 10月 29日＞ 

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195200056&Mode=0 

10月 29日～12月 4日 

 

「マルポール条約附属書Ⅱ及び IBC コードの改正に伴う告示の改正の概要について」の修正点 

令和２ 年 1 0 月 

環境省水・大気環境局 

表１について、以下の２物質と係数を追加する。 

表１：新たに追加する物質 

汚染分類 物質名 係数 

Ｙ類 ノルマルアルカン（炭素数が九から十一までのものの混合物（炭素数が九のもの

を含むものに限る。）に限る。） 

一 

Ｙ類 Ｙ類 ポリイソブチレン（重合度が四以上のものであって分子量が二百二十四を

超えるもの及びその混合物を除く。） 

一 

---------- 

◇「液状化物質及び船舶による液状化物質の積載の方法を定める告示」等の一部改正に関する御意見の募集 

＜国土交通省 2020年 10月 30日＞ 

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155201015&Mode=0 

10月 30日～11月 29日。 

---------- 

◇石油コンビナート等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令の一部を改正する省令（案）及び石

油コンビナート等特別防災区域における新設事業所等の施設地区の配置等に関する省令の一部を改正する省令

（案）に対する意見公募 

＜総務省消防庁 2020年 10月 26日＞ 

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=860202009&Mode=0 

10月 26日～11月 30日。 

---------- 

◇令和３年度環境技術実証事業 実証対象技術の募集について   令和２年 11月５日～令和３年１月 29日 

＜環境省 2020年 11月 5日＞ https://www.env.go.jp/press/108608.html 

実証対象技術の募集 

令和３年度環境技術実証事業について以下のとおり、実証対象技術の募集を行います。 

（１）募集する実証対象技術 

・水・土壌環境保全技術領域 

（例：自然地域トイレし尿処理技術、有機性排水処理技術、湖沼等水質浄化技術、閉鎖性海域の水環境改善

技術、水質汚染対策技術、土壌汚染対策技術等） 
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・気候変動対策技術領域 

（例：中小水力発電技術、地中熱利用システム技術、気候変動対策技術等） 

・自然環境保全技術領域 

（例：自然地域トイレし尿処理技術、湖沼等水質浄化技術、閉鎖性海域の水環境改善技術、生物多様性確保

技術、外来種対策技術等） 

・大気環境保全技術領域 

（例：ヒートアイランド対策技術（建築物外皮による空調負荷低減等技術）、大気汚染対策技術（空冷室外機

から発生する顕熱抑制技術、有害物質等）、生活環境保全技術（騒音・振動防止、光害対策、悪臭対策、大気

排熱抑制）等） 

・資源循環技術領域 

（例：資源・リサイクルに関する技術等） 

・環境測定技術領域 

（例：VOC等簡易測定技術、上記５つの領域に関する測定技術全般等） 

※ 原則、申請者が希望する領域において、実証します（希望する領域が不適当な場合を除きます。）。また、複数

の領域にまたがる技術の場合は、複数の領域にまたがる技術として、実証することもできます。 

---------- 

◇令和２年度環境技術実証事業における実証機関の公募について   11月６日～11月 13日 

＜環境省 2020年 11月 6日＞ https://www.env.go.jp/press/108609.html 

募集を開始する技術 

（１）外来種対策技術 

・技術数：１技術 予算額（合計）：430万円以下 

・実証対象技術：水草刈取専用船 アクアティック ウィードハンター（ノダック株式会社） 

（２）資源循環技術 

・技術数：１技術 予算額（合計）：420万円以下 

・実証対象技術：ピタリット（株式会社カスタムテック） 

（３）ヒートアイランド対策技術（建築物外皮による空調負荷低減等技術） 

・技術数：１技術 予算額（合計）：430万円以下 

・実証対象技術：遮熱シート（株式会社リード技建） 

（４）土壌の簡易測定技術 

・技術数：１技術 予算額（合計）：430万円以下 

・実証対象技術：土壌の簡易測定キット OCTES（オクテス）（有限会社坂本石灰工業所） 

---------- 

◇令和２年度クリニカル・イノベーション・ネットワーク（CIN）推進支援事業の実施事業者の公募について（第

２次公募） 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2qO81NQ-ryMBrABY 

-------------------- 

[公募結果、意見募集結果] 

◇「新規化学物質等に係る試験の方法について」の一部改正に対する意見公募の結果について 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ 

https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195200041&Mode=2 

********************************************************************************************* 

[13] その他省庁発表 

◇種苗法第十三条第二項の規定に基づき品種登録出願を取り下げた件（農林水産省告示第 2161号） 

   [官報] 令和 2年 11月 6日 本紙 第 368号 5頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201106/20201106h00368/20201106h003680005f.html 

********************************************************************************************* 
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[14] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・肥料・飼料等専門調査会（第 156回）の開催について（非公開）【11月 13日開催】 

＜内閣府 2020年 11月 5日＞ 

・食品安全委員会 肥料・飼料等専門調査会（第 155回）の開催について   11月 13日 

＜内閣府 2020年 11月 5日＞ http://www.fsc.go.jp/senmon/hisiryou/annai/hisiryou_annai_155.html 

（１）飼料添加物（カンタキサンチン）の食品健康影響評価について 

（２）動物用医薬品（トリメトプリム）の食品健康影響評価について 

（３）動物用医薬品（クロキサシリン）の食品健康影響評価について 

（４）酵素を有効成分とする飼料添加物の食品健康影響評価の考え方について 

（５）その他 

・第１６４労働政策審議会労働条件分科会 開催案内   １１月１１日 

＜厚生労働省 2020年 11月 5日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=_QTvC4JBLFRE9d9vY 

・「労働基準法施行規則等の一部を改正する省令案要綱」について（諮問） 

・自動車運転者労働時間等専門委員会の議論の状況について（報告事項） 

・中央環境審議会水環境部会総量削減専門委員会（第４回）の開催について   11月 12日、WEB会議 

＜環境省 2020年 11月 5日＞ https://www.env.go.jp/press/108621.html 

（１）汚濁負荷削減対策等の実施状況について 

（２）指定水域の水質汚濁メカニズムについて 

（３）水質将来予測について 

（４）その他 

・薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会新開発食品調査部会遺伝子組換え食品等調査会（オンライン会議）につ

いて   11月 16日 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2qO81NQ-ryMBqoBY 

(1）ゲノム編集技術応用食品の後代交配種等の取扱い整理 

(2）その他 

・鹿児島「みんなで知ろう!取り組もう!食品ロス削減」シンポジウムの開催について   11月 20日 

＜消費者庁 2020年 11月 5日＞

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/local_event/contents_001/#

kagoshima 

・第 10期 環境エネルギー科学技術委員会（第 8回）の開催について   11月 10日 

＜文部科学省 2020年 11月 5日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afvYacu97j4FzIbF 

1. 環境エネルギー科学技術分野の今後の方向性について 

2. 研究開発課題の評価について 

3. 他委員会等の動きについて 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会新開発食品調査部会遺伝子組換え食品等調査会議事録   9月 15日 

＜厚生労働省 2020年 11月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=E-oOc9PQejwMhimBY 

（１）種苗における後代交配種等について（関係団体からのヒアリング等） 

（２）ゲノム編集技術応用食品の後代交配種等の取扱い整理 

（３）その他 

・原子力科学技術委員会 原子力研究開発・基盤・人材作業部会（第 4回） 議事録   9月 2日 

＜文部科学省 2020年 11月 6日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afweacu7sigSbfbL 

1. 原子力システム研究開発事業の見直し等について 

2. 国際原子力人材育成イニシアティブ事業の採択結果について 
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3. 「もんじゅ」サイトに設置する新たな試験研究炉の在り方について（案） 

4. 今後の原子力機構の在り方について 

5. その他 

********************************************************************************************* 

[15] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・秋田で梅毒感染者急増「予防と早期検査を」 県医師会、さらなる拡大危惧 

＜毎日新聞 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/86212dadee9c5b69ac411432f79cb822c8f555c3 

-------------------- 

・香川県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認及び野鳥サーベイランスの対応レベル引き上げに

ついて 

＜環境省 2020年 11月 5日＞ https://www.env.go.jp/press/108643.html 

令和２年 11月５日、香川県三豊市の採卵鶏農場において、高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜が確認された旨

の報告がありました。この報告を受け、発生農場の周辺半径 10km圏内を野鳥監視重点区域に指定し、野鳥の監視

を強化します。 

また、「野鳥における高病原性鳥インフルエンザに係る対応技術マニュアル」に基づき、野鳥サーベイランスにお

ける全国の対応レベルを「対応レベル３」に引き上げます。 

・環境省、野鳥の警戒レベル最高に 

＜共同通信 2020年 11月 5日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/ffcdc1aa232dd25e6b3ddfa6aa0fa2fd49d69a35 

・香川県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認及び「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対策本部」

の 開催について 

＜農林水産省 2020年 11月 5日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/201105.html 

本日、香川県三豊市の採卵鶏農場において、家畜伝染病である高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜が確認され

ました。これを受け、農林水産省は、本日 7時 50分から、「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対策本部」を開催

し、今後の対応方針について議論します。 

当該農場は、農家から通報があった時点から飼養家きん等の移動を自粛しています。 

なお、我が国では、これまで家きん肉及び家きん卵を食べることにより、鳥インフルエンザウイルスが人に感染

した事例は報告されていません。 

「農林水産省鳥インフルエンザ防疫対策本部」は非公開です。 

・香川県で確認された高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の遺伝子解析及び NA亜型の確定について 

＜農林水産省 2020年 11月 6日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/201106.html 

・香川 三豊で鳥インフルエンザ 約 33万羽を今月中旬までに処分へ 

＜NHK 2020年 11月 6日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20201106/k10012697561000.html 

---------- 

・鳥インフルエンザに関する情報について 

＜消費者庁 2020年 11月 5日＞ 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/caution/caution_012/ 

【消費者の皆様へ】 

我が国の現状において、鶏の肉や卵を食べることにより、ヒトが鳥インフルエンザウイルスに感染する可能性は

ないと考えられます 。 

根拠のない噂などにより混乱することなく、正確な情報に基づいて冷静に対応していただきますようお願いしま

す。 

-------------------- 

◇薬物関係 
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・[米国] オレゴン、全米初の「ハードドラッグ」非犯罪化 

＜ＡＦＰ＝時事 2020年 11月 5日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=20201105040780a&g=afp 

米オレゴン州は、3日の大統領選に合わせて実施した住民投票で、「ハードドラッグ」と呼ばれる習慣性のある

麻薬を同国で初めて非犯罪化することを決めた。ヘロインやコカインの少量の所持は犯罪とはみなされなくなる。

同時に、幻覚性成分を含む「マジックマッシュルーム」の医療目的での使用も全米初の合法化が決まった。 

 州内での少量の違法薬物所持については今後、民事法違反とみなされる。また薬物依存者の治療や支援のため

の予算が拡充される。 

 これを受けて麻薬合法化推進団体「ドラッグ・ポリシー・アライアンス」は、「ドラッグの使用や依存に対する

処罰は、費用がかかる上、奏功していない。処罰ではなく治療を進める方が良いアプローチだ」と表明した。 

 一方、依存症対策に取り組む地元団体などの反対派は、今回の措置により各地での取り組みが阻害される上、

治療にむけた予算が確約されたわけではないと批判している。 

 住民投票ではさらに、マジックマッシュルームの成分であるシロシビンについて、２１歳以上のうつや依存症、

不安症などの治療用の使用も合法化された。合法化を推進してきた精神療法医のトム・エカート氏は、「オレゴン

は、メンタルヘルス問題で危機的状況にある。複数の精神疾患で、罹患（りかん）率が国内で最も高いものもあ

る。よって現状の施策は全く機能していない」と指摘した。 

 オレゴンでは１９７３年、国内で初めてマリフアナ（乾燥大麻）が非犯罪化された。 

-------------------- 

◇その他 

・国家公務員のボーナス減額へ 給与法改正案を閣議決定 

＜共同通信 2020年 11月 6日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/0c8bf04cde128a560ed076751bfe2c8a0b2a8b85 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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